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上天草市地域防災計画の見直し及び今後の進め方について 

 

１ 東北地方太平洋沖地震の概要 

  本年３月１１日、三陸沖を震源とする東北地方太平洋沖地震（モーメントマグニ

チュード 9.0、最大震度７）という、これまでの想定をはるかに超えた巨大な地震・

津波により多くの人命が失われるなど東日本に甚大な被害が発生した。 

この災害等の特徴としては、我が国に観測史上最大規模の地震であって、長さ約

450Km、幅約 200Km の断層で３つの巨大な破壊が連続して発生し、東北各地で６分

以上の揺れが継続したこと、また、津波に起因する人的被害・物的被害が甚大であ

ったこと、さらに避難者数は最大約 45 万人超を数え、現在においても多数に上り、

被災地域が広大であったことなどが上げられる。 

 

２ 地域防災計画の見直しの必要性 

  上天草市地域防災計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、平成１８年

４月、上天草市防災会議によって作成された計画であり、市、関係機関、住民等が

その全機能を発揮し、災害予防対策、災害応急対策、災害復旧を実施することによ

り、市域における土地の保全と住民の生命、身体及び財産の保護を目的としたもの

である。 

  この防災計画は、「総則」、「一般災害対策編」、「震災対策編」、「資料編」の４編

で構成され、それぞれの災害に対する予防、応急、復旧等の各段階における諸施策

を示している。また、各段階において、防災訓練計画、災害備蓄物資・資機材整備

計画、津波災害予防計画、火災予防計画などの大規模な災害が発生した場合の具体

的な対処方法等が示されているものである。 

  今般の東北地方太平洋沖地震を教訓として、地震・津波を調査分析し、今後の地

震・津波対策を検討に資するため、中央防災会議（内閣府）、地震調査研究推進本

部地震調査委員会（文部科学省）をはじめとした関係省庁において、様々な検討会

議が設置され、津波防災対策等に関する国の考え方の整理や長期評価の改訂等の作

業が行われているところであり、また、熊本県においても県内の津波による被害推

計の再点検や、大規模かつ広域的な災害への対応体制や住民避難体制等を中心に県

地域防災計画の見直し作業が進められている。（国・県の取組動向の詳細について

は、「資料３」のとおり。） 
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  そのような中、本市地域防災計画についても、今般の東北地方太平洋沖地震のよ

うな大災害に対応できるよう抜本的な見直しが迫られており、特に津波を想定した

住民への避難勧告等の情報伝達体制や避難勧告等の発令基準の策定、避難予定所の

見直し及び避難経路の再点検、災害物資・資機材の物資・量の検証と備蓄場所の選

定、津波ハザードマップの策定、大規模災害時に電気通信網が遮断された場合の通

信手段の確保等については、現在の地域防災計画には具体的な基準や対応策が盛り

込まれていないため、今回の検討委員会において議論し、この検討結果を地域防災

計画及び職員災害初動マニュアルに反映させる必要があるところである。（検討項

目及び防災計画（抜粋）については別紙１、２のとおり。） 

 

３ 今後の進め方 

  上天草市地域防災計画策定検討委員会は、上記２の見直し項目の審議の他、その

他に必要と思われる追加項目を洗い出し、その項目ごとに、平成２４年５月頃まで

を目途に審議し、その結果を防災会議に提案・承認の上、地域防災計画に反映させ

ていくこととする。 

  なお、この見直し作業については、見直し項目のうち、今すぐにでも起こり得る

災害に備えて早急に検討・見直しを進める必要があるもの、中央防災会議等、国の

基本的考え方や示された資料をもとに、これらの審議結果を踏まえた見直しが必要

であるものを区別し、まずは前者を優先的に本検討委員会において審議を進め、１

０月を目途に中間とりまとめを行い、防災会議に提案するものとする。（見直しス

ケジュールについては別紙３のとおり。） 


